
原子力発電に依存するエネルギ一政策の見直しを求める意見書(案)

3月 11日に発生した東日本大震災により、福島第一原子力発電所におい

て、大量の放射性物質が原子炉施設の外部に放出される重大な事故が発生し

た。この事故から半年を経過しているが、いまだ原子力緊急事態宣言は解除

されておらず、周辺で生活している 10万人以上の住民が避難を余儀なくさ

れるなど、原子力発電の安全対策に対する再検討も迫られ、日本のみならず

世界各地で原子力発電依存への見直しの動きが起こっている。

しかし、日本の電力使用量の約 3割は原子力発電により賄われている現状

があり、即時停止は市民生活や経済活動に大きな影響を与えることが懸念さ

れることから、日常生活の混乱や経済破綻を招くことなく見直しを進めるこ

とが必要となっている。

このような中、再生可能エネルギーである太陽光、太陽熱、地熱、小水力、

風力、バイオマスなどは環境負荷が少なく、永続的に利用することができる

枯渇しないエネルギー源として注目されている。

日本における自然エネルギーの活用は大きな可能性を持っており、その資

源量は太陽光、中小水力、地熱、風力だけでも 20億キロワット、さらに廃

棄物系バイオマスエネルギーは福島原発 1号基の 9.8基分のエネルギーが補

えるとの試算もある。

よって、政府におかれては、市民生活や経済活動を維持するための電力量

の需給バランスを正確にとらえ、省エネルギ一社会の促進とともに再生可能

エネルギーの普及拡大による脱原発依存社会の実現に向け、原子力発電への

依存を段階的に低減させる新たなエネルギ一政策への転換を強く要望する。
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